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社長就任から1年ですが、
振り返っていかがですか？

様々な企業のトップと直接お会いして、通信業界の良

い面と悪い面を肌で感じることができました。例えば、

日本のブロードバンドサービスは、世界最速・最安レベ

ルにありますが、利活用のレベルはまだ低く、世界的に

は10位前後です。通信事業者は利用促進のために、自社

のインフラの高付加価値化に取り組んでいます。この

“高付加価値化”の過程で鍵となるのがソフトウェアで

あり、それはまさしく当社のコア事業でもあるわけです。

私が訪問した際にも、「開発だけでなく、企画段階から

力を貸してほしい。コアパートナーとして期待する」と

いう言葉を、幾つもの企業からいただきました。トップ

同士の話で出た本音を社内にフィードバックしており、

よりお客さまのニーズをとらえた提案が可能になった

と見ています。

32期の業績について、
下方修正を余儀なくされた原因は？

2004年1月に、通期業績予想の修正を発表しました。

上期はほぼ計画通りで、下期も順調に推移していまし

た。ところが2003年12月に入り、大型プロジェクトの開

発計画の見直しによる規模縮小とモバイル系装置の開

発先送りなどが発生しました。この“見直し”は、当社の

歴史でも類を見ない大きなものでした。

トラヒック（通信量）急増の
追い風をとらえる
提案力強化と“攻めの姿勢”で
成長を目指す

P R O F I L E

代表取締役社長 小林　孝
1942年東京都生まれ。
67年慶應義塾大卒。同年日本電信電話公社（現NTT）
入社。70年慶應義塾大大学院修了。同年富士通入社。
01年アルファシステムズ常務、02年専務。03年6月に
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その影響をできる限り軽減すべく、既存業務の拡大や

新規顧客の開拓といった営業努力を一層強化し、開発

の効率化や経費節減にも努めましたが、売上高と利益の

減少を補いきれませんでした。株主の皆さまには心よ

りお詫び申し上げます。

ただ、今回のケースは極めて異例であり、再びこのよ

うなことが起こる可能性は低いと考えます。また、お客

さまを一層多様化することで、計画の見直しなどの受

注リスクを限定化する努力も行っていきます。業界的に

は景気は底を打ったという見方が強く、今後は新たな

お客さまの開拓・多様化を進めやすくなると考えます。

32期が“底”とのことですが、
市場全体はどうですか？

通信機器メーカーの業界団体「情報通信ネットワーク

産業協会」の最近の予想によれば、市場は今後数年間、

やや緩やかな右肩上がりで推移すると見られています。

国の「e-Japan戦略」などが実を結び、日本は世界有数

のIT大国になりました。ところが、電子政府や遠隔医

療・教育などに代表されるネットワークの高度利用が

進むと、トラヒック（＝通信量）が急増し、通信インフラが

パンクする恐れが出てきました。

国はこのほど、「e-Japan戦略」に変わる「u-Japan戦略」

を打ち出しました。uは“ユビキタス”の頭文字で、「いつ

でも」「どこでも」「だれとでも」相互に、ブロードバンド

網やモバイル網などでつながり合う社会が数年後に

迫っています。

しかし、異なるシステムやネットワークを相互接続す

るには、高い技術力や新しいビジネスモデルが不可欠で

す。相互接続にはネットワーク管理が必要ですし、ウィ

ルス感染や情報漏えいといったセキュリティの問題も、

一層クローズアップされるでしょう。

市場のニーズに対して、
強みをどう発揮していきますか？

ユビキタス社会までの道筋には課題が山積していま

す。課題の克服には、通信関連に特化したソフトウェア

開発を30年以上も行ってきた当社だからできることが

沢山あります。

例えば、トラヒックを分散・制御するソフトウェア

の開発には、最新システムだけでなく過去のシステムに

も精通している当社の強みが発揮されます。ユビキタス

の推進についても、総務省の「次世代IPインフラ研究会」

で集中討議されていますが、当社はこのような“川上”の

部分から関わってまいります。

ユビキタス社会実現のためには、異なるシステムや

ネットワークをつなぐ技術の標準化が一層必要となり

ます。この標準化の流れは非常に速く、欧米市場の動き

にも留意しなければなりません。そうした情報の収集

と最新規格のいち早い取り込みも、当社が注力している

部分です。
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攻めの姿勢”を強調されていますが、
具体的な施策は？

市場のニーズを逃がさないように、“攻めの姿勢”を

貫き、事業拡大に邁進していきます。そのための取り組

みをすでに開始しています。

第一に、提案営業の強化です。お客さまのビジネスの

収益拡大に貢献する付加価値の高い提案を行います。

お客さまのニーズの先まで提案する積極性を、現場レベ

ルにまで浸透させていきます。

第二に、自社製品の開発・販売です。ものづくりの重

要性を再認識しつつ、当社の強みを活かした自社開発製

品の提供に努めます。すでに、教育機関向けの「KNOP-

PIX カスタマイズサービス」（注1）やブロードバンド＆

ユビキタス時代の新コンテンツとして注目される「電

子かたりべサービス」（注2）などを開発しました。

第三に、品質・生産性の向上です。高品質・短納期に対

応できるように、共通化フレームワークによる効率的な開

発手法の適用を積極的に進めています。また、当社の品

質マネジメントシステムについて、昨年9月にISO9001:2000

年版の移行の認証を、情報セキュリティマネジメントシステ

ムについても、同12月にBS7799及びISMS適合性評価制

度の認定を取得。さらに、ソフトウェア開発の能力成熟度

を評価・判定する国際標準的な指標である「CMMI」（注

3）の認証取得にも取り組むなど、お客さまの満足度を

高める開発標準の実現に注力しています。

最後に、技術力の向上です。常に最先端の技術を吸収

していく一方、プロジェクト管理の高度化にも努めてい

きます。

今後は「ユビキタス時代はアルファシステムズが牽引す

る」という気概を持ち、さらなる成長を通じて、企業価値

の向上に努めてまいります。株主の皆さまには、一層の

ご支援を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

（注1）IT教育の場で必要とされるアプリケーションとOSの統合

環境をニーズに合わせてカスタマイズするサービス

（注2）テキストと音声データを組み合わせたコンテンツ配信サー

ビス。システムが読者に“語りかける”のが特徴

（注3）米国カーネギーメロン大学のソフトウェア工学研究所が

開発したソフトウェア開発のプロセス改善モデル

代表取締役社長 小林　孝
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～認証取得で信頼度UP～
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～認証取得で信頼度UP～
当社は、次の世界標準について
認証登録しております。

・ISO9001：
［品質マネジメントシステム］

・ISO14001：
［環境マネジメントシステム］

・BS7799-2及び
ISMS適合性評価制度：
［情報セキュリティ
マネジメントシステム］

当社は、これらの世界標準に基づいて構築した

マネジメントシステムを開発の基盤とし、今後とも

継続的に運用・改善していくことで、品質

を一層向上させ、情報セキュリティ体制

を強化し、また、環境に配慮したソフ

トウェア開発を実現していきます。

そして、このような高い信頼性

のもと、ますます高まるお客さま

のニーズにお応えしていきます。

ISO9001

［品質マネジメントシステム］

BS7799-2及び
ISMS適合性評価制度

［情報セキュリティマネジメントシステム］

ISO14001

［環境マネジメントシステム］

登録範囲：全社

登録範囲：全社

登録範囲：中原テクノセンター１号館
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■パソコンの普及に伴う教育現場の悩み

昨今の学校教育の現場では「情報」というカリキュラム

が新たに追加され、パソコンを利用した教育の高度化が求

められています。しかし、元来パソコンやITとあまり縁が

なかった学校関係者は、次のような課題に直面しています。

■授業支援プログラムKNOPPIXが役立つ

当社が提供している「教育向けKNOPPIX」は、上記の

悩みをすべて解決する授業支援プログラムです。

KNOPPIXとは、CD-ROM

からブート（起動）することに

特化したLinux（※）です。イン

ストールせずにCDから立ち上が

るため、ハードディスクに変更を加えずにLinux環境で

様々なソフトが使えるのが最大のメリットです。

※誰にでも自由に改変・再配布することができるフリーOSのこと

悩み：よくパソコンが止まる

解決：KNOPPIXはCD-ROMから起動するため、一度CD

を取り出して再度パソコンに入れなおせば、正常に

戻ります。

悩み：授業中にゲームをやっている

解決：KNOPPIXは必要なソフトだけをインストールする

ことができるため、ゲームなど授業に不要なソフ

トを生徒が利用したり、勝手にインストールした

りすることを防ぎます。

受託開発を中心に業務を展開してきた当社ですが、“新生アルファシステムズ”の一環として、
自社開発製品の販売にも力を入れています。今回は、それぞれの分野で最先端をいく、
「KNOPPIX（クノーピクス）カスタマイズサービス」と「電子かたりべ」という2製品を紹介します。

・間違ってファイルを削除してしまい、
よくパソコンが止まる

・授業に関係ないこと(ゲームや宿題)をやっている

・操作がわからない生徒が多く、
教師が教室中を忙しく駆け回る

・生徒の数だけパソコンを揃えるのは、
費用がかかりすぎる

教育向けKNOPPIX
「KNOPPIX Edu（エデュ）」
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悩み：教師が教室中を忙しく駆け回る

解決：KNOPPIXに当社が開発した「生徒の画面をチェッ

クするソフト」を収録すれば、教師は教卓を離れる

ことなく、操作が不明な部分を生徒に指導できます。

悩み：費用がかかりすぎる

解決：KNOPPIX自体はフリーソフトなので、学校はハー

ドウェア価格だけで（ソフトウェアを購入すること

なく）パソコンを揃えるこ

とができます。

■アルファシステムズの高付加価値サービス

アルファシステムズでは、KNOPPIXが教育現場の様々

なニーズに対応できるよう「教育向けKNOPPIXカスタマ

イズサービス」というサービスを提供しています。

サービス1：授業に必要なソフトや先生お好みのソフト

を収録可能

サービス2：時間割やシラバスなど、学校独自の教材を

収録可能

サービス3：他にはないユニークなデザインでCDを作

成可能

サービス4：導入から保守までトータルなサポートプロ

グラムを提供

■教育向けKNOPPIXの今後とアルファシステムズの関わり

当社は現在、大学や高専を対象に「教育向けKNOPPIX」

を提供していますが、今後は、KNOPPIXの付加価値を高

める研究開発を進めてまいります。具体的には、2004

年度に独立行政法人「情報処理推進機構（IPA）」が公募し

た「オープンソフトウェア活用基盤整備事業」からの採択

を受け、IT教育向けデスクトップ監視ツールMultiVNC

の開発に着手します。KNOPPIX事業の発展により、アル

ファシステムズブランドの認知度向上と、ユビキタスコン

ピューティング環境の実現を目指します。

なお、2004年7月28日から東京ビッグサイトで行わ

れる「e-Learning World 2004」に、この「教育向け

KNOPPIX」が出典されます。

参考サイト

KNOPPIX Eduサイト

<http://www.alpha.co.jp/products/knoppix-edu/>

教育向けKNOPPIXカスタマイズサービス

<http://www.alpha.co.jp/knoppix/>

低コストで情報教育の環境を
整備可能

ユニークな絵柄の
CDが作成できる

トータルな
サポートプログラムを提供
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■“本を聴く”斬新なコンセプトでユーザーを拡大

「電子かたりべ」とは、“本が語りかける”をテーマとした、

ブロードバンド＆ユビキタス時代に相応しいコンテンツ

提供サービスの総称です。当社は、電子かたりべサービス

を通じて、従来の書籍や電子書籍では得られなかった“本

を聴く”という斬新なコンセプトをアピールします。これ

により、これまで本や活字にあまり関心を示していなかっ

た潜在ユーザーの取り込みを図ります。

■3つの部分で構成され、応用できる分野が広い

電子かたりべは、「プレーヤー」「エディター」「コンテン

ツ」で構成されます。プレーヤーは、コンピュータによって

合成された音声でコンテンツを読み上げたり、予め録音さ

れた音声をテキストに合わせて再生したりできます。

エディターは、プレーヤーで再生するためのコンテンツ

を作成できます。また、文字の修飾、単語・段落分割、音声

等のマルチメディアデータとテキストの関連付けなどを行

うことが可能です。

■専用ポータルサイトを運営し、新ビジネスを育成

これらのソフトウェア及びコンテンツの配布・販売や

コミュニティ構築のために、当社は「電子かたりべポータ

ルサイト」をインターネット上で運営し、新しいデジタル

コンテンツ流通事業として育成していく計画です。パソコ

ンとブロードバンド回線があれば、誰でも楽しむことがで

きるので、ひとたび効用が認知されれば、数千万人もの潜

在ユーザーへ連鎖的かつ急激に普及すると考えられます。

現在、2004年下期からの商用サービス開始を目指し、

コンテンツ提供者の開拓や会員向けサービスの開発を行っ

ています。また、教育分野などへの応用も検討しています。

参考サイト

http://www.alpha.co.jp/business/products/e-kataribe/

※アルファの頭脳「技術推進部のIT講座」はお休みします。
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ノードシステムには交換機と伝送システムがありま

す。交換機には、通話路の接続・切断・最適なルート

の選択、着信転送や発番号表示など、各種サービス機

能があります。伝送システムは、伝送路とその両端に

設置された伝送装置で構成され、高速かつ確実に大量

のデータを送受信するためのシステムです。

当期は、通信事業者における設備投資抑制による厳

しい状況の中、PBX関連などの開発が増加しました。

この結果、売上高は1,824百万円となりました。

ノードシステム

ネットワークマネジメントシステム

基地局や移動体端末（携帯電話・PHS）などに内

蔵する情報通信用システムの開発を行っています。

現在は、IMT－2000と呼ばれる第3世代携帯電話向

けシステムの開発などが進んでいます。

当期は、YRP地区を拠点とする第3世代移動通信

システムの開発は順調に推移しましたが、モバイル

系装置において、予定されていたプロジェクトの開

発開始時期の延期などが発生しました。この結果、

売上高は3,724百万円となりました。

モバイルネットワークシステム

オープンシステムとは、開発に必要な外部仕様や

インターフェース情報が誰でも自由に利用できる形

で公開されるユーザーシステム、インターネット・

Webなどの構築を意味します。

当期は、当社の技術的な強みを活かすことができ

る分野への選別受注に注力した結果、Web系システ

ムの受注が伸びましたが、全体としての受注量は減

少しました。この結果、売上高は2,193百万円とな

りました。

オープンシステム

巨大化・複雑化する基幹系通信ネットワークの運

用・保守を支援するため、動作状況把握や性能チェッ

ク、課金、セキュリティ対策など、様々なソフトウェ

アの開発に携わっています。

当期は、前期に引き続いて大型のネットワーク管

理システムの受注を見込んでいましたが、開発計画

の見直しによる大幅な規模縮小が発生しました。こ

の結果、売上高は9,115百万円となりました。
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情報サービス業界において厳しい情況が続く中
新規顧客開拓と一層のコスト削減に努めました

当期における我が国の経済は、世界経済の回復に支えられ

て輸出が堅調に推移するなど、外需主導による緩やかな景気

回復が続きました。しかしながら、情報サービス業は、不況

下でも比較的堅調だった受注ソフトウェア分野において、企

業のIT投資抑制によるシステム開発案件の規模縮小や先送

りが発生し、受注競争の激化による契約条件の悪化も相まっ

て、全般的に厳しい情況で推移しました。

こうした中で、当社は新しい経営体制の下、安定した受注

の確保と収益の改善を目指し、YRP（横須賀リサーチパー

ク）地区の体制増強などにより、既存業務の拡大を図るとと

もに、積極的な提案活動による新規顧客の開拓に努めました。

また、より一層の経費の削減にも取り組みました。

しかしながら、大規模プロジェクトの開発計画の見直しに

よる規模縮小、モバイル系装置の開発時期の延期などが発生

しました。これらの影響による売上高と利益の減少を補うた

め、既存業務の拡大などの営業努力を行いましたが、急激な

変化に対応できませんでした。

以上の結果、当期の売上高は17,579百万円、経常利益は

767百万円、当期純利益は355百万円となりました。なお、前

期は決算期変更により8ヶ月決算であったため、前期との比

較は行っておりません。

売上高

17,579百万円

経常利益

767百万円

当期純利益

355百万円

株主資本

22,769百万円
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業績の推移

※’03.3は決算期変更に伴い8ヶ月決算となったため、通期の数値のみ記載しています。
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’00.7 ’01.7 ’02.7 ’03.3 ’04.3

◆売上高 

（百万円） 

16,541

7,110

20,051

8,499 8,229

18,155

11,755

8,591

17,579

下半期 上半期 

通期 

4,000

3,000

2,000

1,000

0

 

’00.7 ’01.7 ’02.7 ’03.3 ’04.3

◆経常利益 下半期 上半期 

（百万円） 

2,424

3,136

1,173
1,414

477

1,241
1,059

383

767

通期 

1,600

1,200

800

400

0
’00.7 ’01.7 ’02.7 ’03.3 ’04.3

◆当期純利益 下半期 上半期 

（百万円） 

1,358

1,575

658 696

178

545
420

179

355

通期 

24,000

18,000

12,000

6,000

0

100

75

50

25

0

◆株主資本／株主資本比率 

’00.7 ’01.7 ’02.7 ’03.3 ’04.3

（百万円） 

21,079

株主資本 株主資本比率 

79.7

22,351 22,541

78.7 79.7

22,588

80.6

22,769 
 

79.7

（％） 
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資
産
の
部

負
債
の
部

（単位：百万円）
当　期 前　期

科目 （2004年3月31日現在） （2003年3月31日現在）
流動資産 15,385 15,007

現金及び預金 9,862 8,235

売掛金 4,131 5,216

仕掛品 1,001 1,150

その他 407 409

貸倒引当金 △17 △5

固定資産 13,172 13,005

有形固定資産 10,617 10,585

建物 5,120 5,385

器具備品 554 815

土地 4,818 4,238

その他 124 145

無形固定資産 84 109

投資その他の資産 2,470 2,311

資産合計 28,558 28,013

流動負債 3,341 3,074

買掛金 264 346

短期借入金 855 895

未払法人税等 167 37

未払費用 851 823

賞与引当金 426 444

その他 776 527

固定負債 2,447 2,349

長期借入金 471 827

退職給付引当金 1,281 856

役員退職慰労引当金 624 595

その他 70 70

負債合計 5,789 5,424

資本金 8,500 8,500

資本剰余金 8,647 8,647

利益剰余金 5,618 5,447

その他有価証券評価差額金 12 0

自己株式 △8 △6

資本合計 22,769 22,588

負債及び資本合計 28,558 28,013

POINT 1
16億26百万円増加
長期借入金の返済を進めましたが、売掛債

権が順調に回収された結果、資金が増加しま
した。今後の事業拡大に必要な資金は充分に
確保しております。

POINT 2
5億80百万円増加
お客さまに密着した営業の展開及び開発体

制の増強を図るために、開発センター用地と
して神奈川県横須賀市YRP地区に土地を取得
いたしました。

貸借対照表

資
本
の
部
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POINT 3
175億79百万円
大規模プロジェクトの開発計画見直しによ

る規模縮小、モバイル系装置の開発時期延期
を既存業務の拡大で補うことができず、当初
計画を達成することができませんでした。

POINT 4
31億42百万円
自社製品開発費用、技術研究費用が4億37
百万円発生しましたが、経費削減に努めた結
果、売上高に対する販管費比率は前期と同じ
17.9％になりました。

科目 当　期 前　期

当期未処分利益 2,061 2,059

特別償却準備金取崩額 55 32

計 2,117 2,091

これを次のとおり処分します。

利益配当金 247 173
1株につき20円00銭 1株につき14円00銭

役員賞与金 23 12

（うち監査役分） (2) (1)

別途積立金 － 200

次期繰越利益 1,846 1,706

当　期 前　期
自　2003年4月1日 自　2002年8月1日

科目 至　2004年3月31日 至　2003年3月31日

売上高 17,579 11,755

売上原価 13,721 8,613

売上総利益 3,857 3,141

販売費及び一般管理費 3,142 2,105

営業利益 714 1,035

営業外収益 75 43

営業外費用 22 20

経常利益 767 1,059

特別利益 3 3

特別損失 199 272

税引前当期純利益 570 790

法人税、住民税及び事業税 454 393

法人税等調整額 △238 △22

当期純利益 355 420

前期繰越利益 1,706 1,638

当期未処分利益 2,061 2,059

（単位：百万円）

損益計算書〔 〔〕 〕

（単位：百万円）利益処分

POINT 5
1億99百万円
退職給付会計変更時差異処理額 1億79百万円
固定資産除却損 19百万円

※前期に決算期変更を行っています。





外国 
30名 
110,336株 
 

北海道地方 
140名 
93,440株 
 

東北地方 
191名 
66,186株 

関東地方 
3,607名 
10,729,208株 
 

中部地方 
1,046名 
394,860株 
 
 

近畿地方 
1,767名 
645,140株 
 中国地方 

327名 
88,698株 
 

四国地方 
209名 
71,084株 
 九州地方 

503名 
174,548株 
 

13

金融機関  24.55％ 

その他の 
 国内法人等  11.32％ 個人・その他 

61.95％ 

外国法人等 
1.20％ 

証券会社  0.98％ 

◆株式分布状況　［所有者別状況］

［所有株数別状況］

◆地域別分布状況

1,000単元以上 
0.10％ 

1単元以上 
77.61％ 

5単元以上  8.18％ 

50単元以上  0.54％ 

100単元以上  0.41％ 
500単元以上  0.13％ 

5,000単元以上 
0.04％ 

10,000単元以上 
0.01％ 10単元以上  7.65％ 

1単元未満 
  5.33％ 

◆会社が発行する株式の総数 30,000,000株

◆発行済株式総数 12,373,500株

◆株主数 7,820名

◆大株主

(注)上記の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次の通りです。
みずほ信託退職給付信託富士通口
再信託受託者資産管理サービス信託 663,240 株

（みずほ信託退職給付信託富士通口再信託受託者資産管理サービス信託
は、富士通株式会社の信託財産です。）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 561,200 株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 481,400 株
資産管理サービス信託銀行株式会社 281,600 株
UFJ信託銀行株式会社 40,100 株

株主名 持株数 議決権比率

石川義昭 4,002,150株 32.66％

株式会社オルビック 746,524 6.09

みずほ信託退職給付信託富士通口
再信託受託者資産管理サービス信託

663,240 5.41

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 561,200 4.58

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 481,400 3.92

株式会社シー・アール・シー 436,250 3.56

アルファシステムズ従業員持株会 340,988 2.78

石川有子 330,000 2.69

資産管理サービス信託銀行株式会社 281,600 2.29

UFJ信託銀行株式会社 172,100 1.40

（2004年3月末現在）
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本社 〒150-0002 東京都渋谷区渋谷2丁目17番5号
電話 03-3486-5111（代表） FAX 03-5466-7755
http://www.alpha.co.jp/

株式会社アルファシステムズ

当社は、単元未満株式の買増制度を導入いたしました。ご所有の単元未満株式を1単元
（100株）とするため、必要な数の株式の買増しを当社に請求することができます。
また、従来どおり単元未満株式の買取りも行っております。
以上のお手続きをご希望の方は、UFJ信託銀行証券代行部（株券保管振替制度をご利

用の場合はお取引口座のある証券会社）までお問い合わせ下さい。

株主メモ

決算期 3月31日

定時株主総会 6月中

配当金受領確定日 利益配当金　3月31日

（中間配当を行う場合は9月30日）

名義書換代理人 UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱所 〒137－8081

東京都江東区東砂7丁目10番11号

UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

電話：03－5683－5111（代表）

0120－24－4479（通話料無料）

同取次所 UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店営業所

公告掲載新聞 日本経済新聞

「決算公告」に代えて、貸借対照表及び
損益計算書を当社のホームページ
（http://www.alpha.co.jp/kessan/
index.html）に掲載しております。

1単元の株式数 100株

単元未満株式を保有されている皆さまへ


